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〈要 旨〉 

○ 中国はその急速な経済成長が耳目を集める一方、国内経済格差の拡大や産業構造の老朽化、行

政制度疲労と言った各種国内問題が噴出していることは周知であろう。中国中央政府も各種政策

を総動員して課題解決に邁進しているが、足許、その一つとして「地域経済計画」に重点が置かれ

ている。本稿では珠江デルタ地区を例に、足許の課題と政策対応を俯瞰しつつ、こうした政策がも

たらすビジネスチャンスについて、進出企業の視点から考察を加えたい。 

○ 中国においては、1970 年代後半の「改革・開放」における経済特区の設置爾来、特定地域で先進

的な政策を試行しそれを他の地域へ広げていく、所謂「先行先試」が開発政策の常である。広東省

は複数の経済特区を擁してその嚆矢となり、「改革・開放」初期の中国経済を牽引した歴史を持つ。

とは言えそれから 30 年余を経て、先行開放地域として享受してきた特権的地位とプレゼンスは沈下

を続けており、中長期的に中国の成長エンジンで有り続けるための道は平坦ではない。 

○ こうした課題に対処すべく定められた華南地区の地域経済計画に関し、ここでは 2 つのトピックに着

目したい。一つは 2008 年 12 月に策定された、珠江デルタ全体の発展戦略を規定する「珠江デルタ

改革発展計画綱要」（以下「綱要」と記す）である。ここでは、中核地域における製造業の高付加価

値化と労働集約型産業の周縁部移転を通じた競争力強化と、特別行政区である香港、澳門の助け

を借りたサービス業の強化が謳われる。 

○ もう一つが、広州市南端に位置する南沙区の動向である。同区は現在、国家級経済技術開発区と

の位置付けであるが、足許「国家級新区」となるべく申請を進めている模様である。全土に 4 箇所し

か存在しない「国家級新区」の極めて高いステータスに鑑みれば、認可が下りた暁には、同区は華

南地区経済圏の中核となり、「綱要」に基づく香港・澳門連携の「先行先試」を担うべく、他地域比有

利な優遇措置を享受することになろう。旁、南沙開発区は 2050 年の将来像として「もう一つの香港」

を打ち出し、今後の「綱要」推進に向けた中核地点としての位置付け確保を狙う。 

○ 当然、長期に渡る発展計画においては相応のリスクも内在しようが、計画が順調に進捗すれば外資

企業にも相応のビジネスチャンスがもたらされると思われる。例えば、個人消費の拡大に加えて製

造業における大規模な設備投資、都市開発におけるインフラ整備など、多様なセクターで需要の

増加が見込まれる。また、過去と比べ人件費面での競争力は衰えたとは言え、濃密な産業集積や

新区などでの優遇政策を切り口とした製造拠点の立地、更には CEPA（中・港間の FTA）の枠組み

を活かした香港企業との連携なども、当地でのビジネスの切り口となる可能性がある。 
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I． はじめに 

中国では近年、急速な発展の一方で地域間・地域内の経済的不均衡や産

業構造の老朽化、行政体制の非効率と言った数多の課題が顕在化している。

中国中央政府も当然、政策ツールを総動員して対応を急いでいるが、足許数

年の動きとして「地域発展計画」に重点を置いている様子が看取される。 

そもそも中国の開発政策においては、1980 年前後の「改革・開放」爾来、

地域計画が扇の要であり続けてきた。最初期には鄧小平の「先富論」を具現

化すべく、沿海部の経済発展を重視した地域不均衡発展戦略が採られ、具

体策として南部沿海都市での「経済特区」や東部沿岸地域での「沿海開放都

市」設置が行われた。次いで 1990 年代後半になると、沿海部が発展を遂げる

一方で成長から取り残された中西部との地域間格差が拡大し、これを受けて

西部大開発や東北振興に代表される大規模な内陸開発・地域均衡策へと舵

が切られた。そして足許、沿海部・内陸部ともに、地方が主体となって起案し

た数多くの地域発展計画が国務院の承認のもと国家級プロジェクトへと昇格

し、さながら地域発展計画ブームとも言われる様相を呈している1。これは、こ

れまでの国家主導のトップダウン的計画立案からの転換を示すと同時に、各

地域が抱える固有の環境と課題に対し、より焦点を絞った政策を個別に適用

していく動きと捉えられる。換言すれば、こうした地域発展計画を仔細に眺め

ることを通じ、地域の課題や政策決定者が描く将来像を浮き彫りにすることが

出来るものと期待される。 

同時に、各種の地域計画はしばしば規制緩和や投資促進策を内包し、外

国資本の参入や事業拡大に向けた突破口となってきたことも、経済特区の例

を引くまでもなくまた事実である。この観点から言えば、当地で事業を営む外

資系企業の立場から、各計画の背景・内容を踏まえてその活用の可否を見極

めることにも一定の価値が見出せよう。 

本稿では斯かる問題意識のもと珠江デルタ地域2に焦点を当て、第 2 章で

は長江デルタ経済圏（本稿では上海市・江蘇省・浙江省）や環渤海経済圏 3

（同北京市・天津市・河北省・山東省）など中国の沿海他地域との対比を交え

ながら現下の地域発展計画が策定されるに至る歴史的背景を俯瞰する。 
次いで第 3 章では、今後の同地域の成長モデルや期待される役割を計画の

内容から詳らかにし、類似の過去事例として上海市・浦東新区を参考としつつ

珠江デルタ地域とその中核のひとつと目される南沙新区の将来像を描く。 
これらを踏まえ、第 4 章でこの地域発展計画が企業の戦略に及ぼす影響とそ

の活用可能性について考察を加えたい。 

                                                        
1 JETRO[2010]。 
2 「珠江デルタ地域」については、本稿では特記ない限り珠江口に面する広東省各都市及び香港・澳門両特別行

政区を含む概念として捉える。但し統計の制約があるため、本稿ではトレンドを掴む上で支障が無いと考えられる範

囲で広東省や中核 9 都市計などを分析における代理変数として援用する。 
3 長江デルタ経済圏、環渤海経済圏ともに多様な地理的定義が存在するが、統計上の制約等も勘案、以後の分

析においてはここで記載した省・直轄市の計として捉える。 

近年、「地域発

展計画」が中国

経済政策で重要

な位置付けに 

「 地 域 発 展 計

画」の分析は地

域 の 問 題 意 識

や将来像、ひい

ては将来の事業

環境を占ううえ

で有用 
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珠江デルタ地域は「改革・開放」の嚆矢となった経済特区を擁し、長期に渡

る対外開放の歴史を持つ一方、そこから 30 年余を経た今、抱える課題もまた

多い。中国の急発展の口火を切った同地域に関し、その歴史から足許の動き

までを敷衍することで、中国政策当局の考え方、ひいては同国における事業

環境の将来像を占う手掛かりとしたい。 

II． 珠江デルタの地域発展計画の歴史及び足許の動き 

本節では先ず、2008 年までの広東省・珠江デルタ地域の発展の道筋を簡

単に追いながら、地域が抱える課題を明らかにし、直近の地域発展計画 4が

策定された背景について考察する。 

                                                       

II.1 経済特区の設置に始まる珠江デルタ繁栄期（1980 年～1990 年前半） 

広東省は中国の最南部にあって南シナ海に面し、その南辺中央で珠江が

南シナ海に注ぐ珠江口を擁する。珠江口はその東岸に深圳市と香港特別行

政区、西岸に珠海市と澳門特別行政区、北部に省都である広州市を配し、周

辺都市群と共に所謂珠江デルタ地域を形成する（【巻頭図】及び後段 p.11 の

【図表 12】参照）。現在に至る中国の経済成長を決定付けた「改革・開放」の

嚆矢は、珠江口東岸の宝安県（現深圳市）と西岸の珠海市、及び中台海峡に

面した広東省東方の汕頭市と福建省厦門市への経済特区設置まで遡るが、

その意味では 4 つの経済特区中 2 つまでを擁する珠江デルタ地域は、正に

「改革・開放」最初期の主役を演じた地域と言えよう。 

「改革・開放」の理論的背景となった鄧小平の「先富論」や「梯子理論」は、

発展の土壌を既に持つ地域を文字通り先んじて発展させ、後にその果実と経

験を以って他地域の成長へとつなげる地域別段階的発展・沿海部傾斜政策

を構想したものであった。開放地域は後に 1984 年末の沿海開放都市の指定

（＝後に経済技術開発区設置5、14 都市）、1985 年の沿海経済開放区設置、

1988 年の高新技術産業開発区の設立を経て東部沿海地域全域へと面的拡

大を見せたものの、それらに比べて経済特区に与えられた外資企業への優

遇策と経済運営上の独立性は依然として高水準であった。具体的には【図表

1】に詳しいが、税制面でも沿海開放都市にはなかった 2 免 3 半（利益を上げ

た最初の 2 年は所得税を免除し、その後 3 年は半減する措置）や輸出型企業

への減税措置（一定条件を満たした輸出企業に対し、経済特区では 10%、経

済技術開発区では 12～24%）といった優遇策が付与されていたほか、一定金

額以内のプロジェクト認可権の地方への委譲、中央上納分の税歳入の地方

留保など、一定の独立性をも与えられていたのである。こうした国内他開放地

域に対する優位性を裏付けとして、経済特区諸都市は中国の「4 つの窓口

（技術、管理、知識及び対外政策）」として確固たる地位を築いていった。 

 
4 正式には「珠江三角洲地区改革发展规划纲要(2008-2020 年)」である。 
5 沿海開放都市として 14 都市、経済技術開発区も同数が設置されたが、前者のうち江蘇省南通市、広西チワン族

自治区・北海市には経済技術開発区は置かれず、逆に上海に 3 箇所が設置された。 

広東省・珠江デ

ルタ地域は「改

革 ・ 開 放 」 最 初

期の主役 

経 済 特 区 は 先

進的な外資優遇

策を梃子に「中

国の対外窓口」

としての地位を

享受 
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なかでも後背に香港特別行政区を擁する深圳市の発展は目覚しく、経済

特区指定前には人口僅か 3 万人だった村落が人口 1,400 万人を数える一大

都市へと変貌を遂げた。この時期、本土側では「改革・開放」下で導入された

「農家生産請負制」が農村において膨大な余剰労働力を創出6し、沿海部の

開放地域に廉価な労働力を供給することが可能となっていた。一方、英国統

治下で自由港として発展を遂げた香港では、折からの人件費高騰に伴う輸出

競争力低下に悩まされていたところであり、経済特区設置を奇貨として委託加

工貿易という形で本土開放都市へと生産拠点を移したのである。かくして需給

両面が符合した結果、本土側には輸出向けの労働集約型軽工業を核とした

濃密な産業集積が生じ、一方の香港はそれまでの輸出型製造業から金融・

貿易・管理など各種ビジネス・サービスへの特化に向けて舵を切る、所謂「前

店後廠」体制が構築された。後に広州市と湛江市が沿海開放都市に指定さ

れ、更には珠江デルタ地域全体が沿海経済開放区7に指定されたことも相俟

って、同地域は広東省の、ひいては中国の成長の牽引役となっていった。 

以上を踏まえて珠江デルタ地域発展の要因をまとめると以下の通りである。

高水準の外資優遇策を付与された経済特区 2 都市を筆頭に、珠江デルタ地

域はその全域が経済解放区として指定され、国内他地域比優位な外資吸引

力を具備した。1990 年代前半に至るまで、対内直接投資の受け皿として広東

省が果たした略独占的な役割を見ればその優位性は明白であろう（【図表

2】）。これに加え、内陸を含めた周縁部から廉価かつ大量の労働力が供給さ

れたことにより、労働集約型軽工業を中心とした産業集積が急速に進むことと

なった。結果、省内工業生産高の半量までを国外供給する輸出基地としての

繁栄を享受したのである（【図表 3】）。 

                                                        
6 多田[2006a]、多田[ 2006b]。 
7 珠江デルタ地域の沿海経済開放区として指定されたのは、現在の行政区域で仏山、江門、中山、東莞、南海、

順徳、番禺、増城、鶴山、高明、宝安、斗門、新会、台山、開平、恩平の 16 市・県であった。 

経済特区 沿海開放都市

率15% 内陸部合弁は33%、沿海開放都市では
内陸部の80%（条件付で15%の税率が適用）

る税金なし 国外送金額の10%を徴収

営の企業に対し、利益計上初年度よ
沿海開放都市では適用なし

率10% 内陸部では16.5%
沿海開放都市では12%～24%

る外貨収入は全て特区に留保 輸出による外貨収入のうち30%を地方に留保

下のプロジェクトについて地方が審
可権を保持

中央がプロジェクト認可権を留保

企業所得税

国外送金 国外送金に係

免税措置
10年以上経
り2免3半

輸出企業優遇 企業所得税

輸出によ

一定規模以
査・許認

許認可権

税制

外貨留保

【図表 1】経済特区に付与された優遇策 

(出所) CLAIR(2003a)よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 
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造を担う「前 店

後廠」が確立 

本土珠江デルタ

諸 都 市 は 輸 出

基地として繁栄

を謳歌 
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【図表 2】中国の対内直接投資推移(十億 USD) 【図表 3】広東省の工業生産高(十億元) 

II.2 国内外での優位性の喪失(1990 年代後半～) 

但し、中国経済の牽引役としての広東省の位置付けはその後、緩やかな地

盤沈下を始める。例えばピーク時に 40%前後だった輸出シェアは、2004 年に

長江デルタ地域にトップの座を明け渡して以降、足許では長江デルタ 4 割、

広東省 3 割と水をあけられている（【図表 4】）。加えて 2008 年の所謂リーマン・

ショックは世界経済の減速とともに外需の縮小をもたらしたが、その影響を中

国でとりわけ強く受けたのが広東省であり珠江デルタ地域であった8。先に述

べた発展の経緯から、広東省は他地域比輸出依存度が極めて高い産業構造

となっており（【図表 5】）、それ故、輸出の落ち込みは工業生産を強く圧迫し、

高い第 2 次産業構成比率とも相俟って経済成長の下押し要因となった。 
また対内直接投資シェアで見ても、2000 年代に入ってから長江デルタ・環渤

海両地域の後塵を拝する時期が続いており、同じく 40%超を誇ったピークから

足許、20%前後まで低下を強いられている（【図表 6】）。斯様に、特に 2000 年

代以降「中国の対外窓口」としての役割を徐々に喪失しつつあるのが広東省

の現状と言えよう。本節ではその背景について論じたい。 

 
8 佐野[2011]。 

【図表 4】中国の地域別輸出シェア 

(出所) CEIC、「新中国 60 年統計資料匯編」より 
みずほコーポレート銀行産業調査部作成 

【図表 5】輸出依存度(2007 年時点) 

GDP 輸出

(十億RMB) (十億USD)

3,108 369 91%
5,457 179 25%

北京 985 49 38%
天津 505 38 58%
河北 1,371 17 10%
山東 2,597 75 22%

5,671 476 64%
上海 1,219 144 91%
江蘇 2,574 204 61%
浙江 1,878 128 52%

比率地域

長江デルタ

環渤海

広東省

(出所) CEIC よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 
(注) 為替レートは 7.67RMB/USD として試算 
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広東省

環渤海

長江デルタ

(出所) 共に CEIC、「新中国 60 年統計資料匯編」よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 
(注) 図表中の年号は全て暦年ベース。以下同様 
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第 1 の要因として、中国全体での対外開放の更なる進展が挙げられる。 
【図表 7】は 2000 年までの主だった対外開放の動向をまとめたものであるが、

当初華南地域に限られていた開放地域は 1990 年代後半には一部内陸まで

浸透し、2000 年の西部大開発に至って中国ほぼ全域で外資誘引策が導入さ

れたかのような状況となった9。前述の通り、経済特区に与えられた優遇策は

他の開放地域に比し一歩先んじてはいたものの、開放地域の拡大に伴って

その相対的地位が沈下していったことは否めない。加えて、1992 年の上海

市・浦東新区の設置（詳細は第 3 章にて後述）をはじめ、経済特区の優遇策

に匹敵する先進的政策が適用された強力なライバルが出現したことも見逃せ

ない。流域に膨大な人口を抱える長江の出口にあって物流の要である上海、

或いは首都である北京とその外港である天津など、地勢や潜在力に優れた他

都市との外資誘致合戦を強いられることとなったのである。更に後には、企業

所得税の改定によって外資への優遇税制適用が困難となり、開発区や経済

特区10がその競争力を大きく減ずる事態にも追い込まれた11。「窓口」としての

役割低下の要因の一部は国内競争に帰するものとして捉えられよう。 

第 2 の要因としては、国内外両面での輸出競争力の低下が挙げられる。人

民元の上昇や人件費の高騰が近年、中国の輸出競争力を減じていることは

周知と思われるが、例えば労働集約的産業の一例として繊維産業をとると、中

国の急速なシェア向上の一方で、産業インフラを整えつつある他アジア諸国

が猛追していることが【図表 8】から読み取れる。また低廉な労働力という観点

から見ても、少なくとも一部の沿海地域は既にコスト競争力を喪失しており

（【図表 9】）、安価な労働供給と輸出代替に頼った工業化推進は徐々に困難

となっていった。 

【図表 6】中国の対内直接投資推移シェア 【図表 7】主要な対外開放イベント 

7

                                                        
9 CLAIR[2003a]では、内陸振興策の結果として「中国全土がいわば開放区域に指定されたような状態となり、外資

誘致の窓口としての経済特区の意義は無くなりつつある」と論じている。 
10 経済特区と浦東新区では 1 年毎に税率を上げていく過渡的措置が採られている。 
11 例えば NNA「“武器”失う開発区、迫られる戦略転換」（2007 年 3 月 5 日付）に詳しい。 

(出所) CEIC、「新中国 60 年統計資料匯編」より 
みずほコーポレート銀行産業調査部作成 

時点 事象 概要

1980年 経済特区の設置 華南地区に集中（広東省・福建省の4都市）

1984年 沿海開放都市 遼寧・大連～広東・湛江等東部沿岸14都市

1985年 沿海経済開放区 長江デルタ・珠江デルタ・福建省南部

1988年 経済特区拡大 海南省新設、全省が経済特区指定

1988年 沿海経済開放区拡大 東部沿海7省の一部を開放区指定

1988年 高新技術産業開発区設置 北京市に新技術産業実験区が設置

1990年 保税区設置 上海外高橋を第1号として設置開始

1992年 高新技術産業開発区拡大 内陸を含め52箇所まで拡大

1992年 経済技術開発区拡大 内陸も含め18箇所を追加認定

1992年 上海市・浦東新区設置

2000年 西部大開発計画策定 西部12省・直轄市で外資誘致策を導入

2000年 経済技術開発区拡大 内陸を中心に拡大

0%

10%

20%

30%

40%

50%

1985 1990 1995 2000 2005 2010

長江デルタ

環渤海

広東省

(出所) 各種資料よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 

全土での開放政

策進展により、

政策面での先進

性が剥落 

輸出代替による

工 業 化 推 進 が

徐々に困難に 
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加えて、胡錦濤・温家宝体制下で加速した国内格差縮減を目指す「和諧」

政策も、先行して発展を遂げていた当地には向かい風となった。具体的には、

各地方での最低賃金引き上げや内陸開発の推進を通じた中西部での雇用

創出が行われ、結果的に労働力供給源である内陸各省から見た労働需要地

としての珠江デルタ地域の魅力低下をもたらした。実際、2000 年代後半には

国慶節や春節で帰省した出稼ぎ労働者が任地に戻らず、深刻な労働力不足

と工場稼働率の低下を惹起する事態が頻発した13。 

当然ながら斯かる状況の悪化に対して政策立案者が手をこまねいていたわ

けではなく、産業構造の高度化や低付加価値工業の退出を推進する方針を

打ち出すなど、地域の競争力恢復に向けた政策を推進してはいたのである。

寧ろ、こうした努力にも関わらず「和諧」政策やWTO加盟を背景に相次いだ事

業環境の悪化、例えば最低賃金法の改正（2004 年）、ドルペッグから通貨バ

スケット制への移行（2005 年）とその後の人民元の亢進、輸出増値税還付率

の引き下げ（2006 年）、加工貿易規制の強化（同）、外資優遇税制の廃止

（2007 年）、労働契約法の施行（2008 年）といった一連の流れに抗しきれなか

った、という見方が妥当と考える14。斯かる文脈のなかで襲いかかった所謂リ

ーマン・ショックが、当地指導者層に外需依存型経済成長の持続困難性を強

く意識付けたであろうことは想像に難くない。世界金融危機と外需の縮小が、

輸出型成長モデルからの脱却と新たな成長戦略の策定に向け、政策立案者

の背中を押す役割を果たしたのである。 

                                                        
12 米国は中国繊維製品の最大輸出先であり、2010 年の輸出額は 252 億ドル、シェア 20%に達する。 
13 これについては多くの事例が報道されている。2010 年になってからの事例ではあるが、例えば NNA「《労使》【特

集・サウスチャイナリポート】労働者不足、珠江デルタ今年も」（2010 年 2 月 5 日付）など。 
14 森[2011] p.55-56。 

【図表 8】米国の繊維製品輸入シェア 

(出所) United Nations ComTrade データベースより 
みずほコーポレート銀行産業調査部作成 

(注) アジア主要国=バングラ、インド、パキスタン、ベトナム、カンボジア計 
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【図表 9】紡績業の労務コスト(2007 年、USD/hr) 

(出所) 中国紡績工業発展報告(2009-2010)より 
みずほコーポレート銀行産業調査部作成 
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II.3 新たな地域発展計画の策定（2008 年～） 

斯かる背景のもと、2008 年 12 月に国家発展改革委員会の名前で「珠江デ

ルタ地域改革発展計画綱要(2008-2020)」（以下「綱要」と称する）が制定され

た。前節で論じた当地域の課題との整合性を見るうえで、少々長くなるが「綱

要」の前文の一部を以下に引用したい（強調部・注釈は著者による）： 

珠江デルタ地区は中国の改革開放の先行地区であり、中国の重要な経済中

心地でもあり、全国の経済社会発展と改革開放において著しい先導的役割と

重要な戦略的地位を果たしている。改革開放以降、党中央、国務院の的確な

指導の下で、珠江デルタ地区は懸命に改革し、開放を先行し、積極的に開拓

し、経済社会発展の歴史的進展を遂げており、全国の改革開放と社会主義

近代化の推進に多大な貢献をしている。当面の国内外経済情勢に重大な変

化が生じた中で、珠江デルタ地区が経済構造調整と成長方式転換の重要な

時期にあり、その更なる発展は厳しい挑戦に臨むが、重大なチャンスも並存

する。改革開放 30 周年にあたり、国家戦略の全般と長期的発展を視野に入

れて、珠江デルタ地区における新しい優位性の創出を促進し、その自身の発

展をさらに推進し、全国への輻射・先導的役割と先行的な模範的役割を一層

果たさせるように「珠江デルタ地区発展計画綱要」を制定する。 

当該計画綱要の計画内容は広東省の広州、深圳、珠海、佛山、江門、東莞、

中山、恵州と肇慶を主体として、汎珠江デルタ地区 15 をカバーし、さらに香

港・マカオとの緊密な提携に関する内容を計画にも盛り込んでいる。計画期

限は 2020 年とする。（後略） 

                                                       

文中にある「当面の国内外経済情勢に重大な変化が生じた」とは世界金融

危機を指し、「経済構造調整と成長方式転換」は産業の高付加価値化と輸出

依存度の低減＝内需主導の成長への転換、と読み替えられ、この点、前節ま

でで論じた当地の問題意識と整合的であると捉えられる。 
全国的に見ても高い所得水準を誇る大都市群を擁し（第 4 章にて詳述する）、

且つ高度化の必要に迫られつつも濃密な産業集積・インフラ基盤を誇る珠江

デルタ地域は内需振興・産業高度化に向けて高い潜在力を持つと捉えられ、

その意味で今後の発展において「重大なチャンスも並存する」と言える。他方、

具体的な産業戦略としては 1) 中核都市における産業高度化の推進と、低付

加価値工業の周縁部への移転、即ち環・汎珠江デルタ地区を巻き込んだ産

業の「双転移」16促進と、2)「香港・マカオとの緊密な提携」を一つの切り口とし

たサービス産業の発展、という柱が示される（【図表 10】）。こうした施策を通じ、

【図表 11】に掲げた各種数値目標を達成することが「綱要」の大まかなゴール

となっている。 

 
15 狭義の概念としての「珠江デルタ（珠江三角洲地区）」が上記 9 都市を示すのに対し、拡大概念として「環珠江デ

ルタ（环珠江三角洲地区）」は広東省全域と隣接する他省・自治区の地方まで、「汎珠江デルタ（泛珠江三角洲区

域）」は広東省、福建省、江西省、湖南省、広西チワン族自治区、海南省、四川省、貴州省、雲南省及び香港・澳

門両特別行政区を含めた地域（9+2）として定義される。【巻頭図】も併せて参照されたい。 
16 政府文書等においては、労働力と資本の移動、という含意のもと「双転移」という用語が用いられている。 

2008 年 12 月に

珠江デルタの地

域 発 展 計 画 が

策定 

製 造 業 の 高 度

化とサービス業
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【図表 10】「綱要」の地域区分と主たる産業戦略（概念図） 

(出所)国家発展改革委員会「綱要」よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 

【図表 11】「綱要」が掲げる全体目標値 

2009年 2012年 2020年

一人当たり総生産(RMB) 67,407 80,000 135,000

第三次産業比率 49.8% 53.0% 60.0%

平均寿命(Yrs) N/A 78 80

都市化率 80% 80% 85%

(出所)国家発展改革委員会「綱要」、広東統計年鑑 2010 よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成

(注) 2009 年の数値は珠江デルタ地域 9 都市のもの 

《環珠江デルタ地域》

広東省西部諸都市広東省西部諸都市

広東省北部諸都市広東省北部諸都市 広東省東部諸都市広東省東部諸都市

他省隣接市域他省隣接市域

《汎珠江デルタ地域(9+2)》

広西自治区広西自治区

雲南省雲南省 四川省四川省

湖南省湖南省

福建省福建省海南省海南省

貴州省貴州省江西省江西省
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自主革新能力の向上
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《西岸地域》 《東岸地域》

《中心都市》
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香港SAR香港SAR澳門SAR澳門SAR

労働集約型産業の
「双転移」

労働集約型産業の
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 斯かる方向性は中央政府の第 12 次 5 カ年計画（計画期間 2011-2015 年）

でも追認されており、珠江デルタは京津冀（北京市・天津市・河北省）・長江デ

ルタと並んで全国の発展を先導する役割を果たす、との記載が行われた。 
また香港・澳門については初めて独立した章を割いたうえで、両特別行政区

と大陸、就中広東省との連携強化を推進する旨が明記された17。前節で論じ

た通り、経済開放での先行という優位性の喪失が珠江デルタの地盤沈下につ

ながったと考えるならば、一国二制度下の両特別行政区を後背に擁する立地

を梃子に、改めて他地域との差別化を図らんとする動きとして注目に値しよう。 

具体的な施策としては、既に香港・珠海・マカオ大橋、広東・深圳・香港旅

客専用線、香港・深圳西部高速鉄道、蓮塘・香園囲の通関整備といった珠江

デルタ地域の各中核都市を結びつけるインフラ整備に加え、以下の様な地域

発展計画が相次いで国家承認を受け、「綱要」を肉付けする恰好となっている

（【図表 12】の地図も併せて参照のこと）： 

4 つのインフラプ

ロジェクトと 3 つ

の 連 携 重 点 地

域開発が始動 

11

                                                        
17 57 章 3 節「内地と香港・澳門の経済連携強化」にて粤港澳の連携を深化すると記載したうえで、併せて上記 4 つ

のインフラ PJ と 3 ヶ所の連携先行区域の計 7 個を「粤港澳合作重大項目」として明記している。 

マカオ空港

香港空港

深圳空港

香港港

深圳・蛇口港

深圳・塩田港

広州・黄埔港

珠海空港

広州・南沙港

横琴新区

南沙新区

広州市広州市

江門市江門市

中山市中山市

東莞市東莞市仏山市仏山市

恵州市恵州市

前海地区

香港SAR香港SAR

澳門SAR澳門SAR

珠海市珠海市

深圳市深圳市

【図表 12】珠江デルタ地域中心部概略図 

マカオ空港

香港空港

深圳空港

香港港

深圳・蛇口港

深圳・塩田港

広州・黄埔港

珠海空港

広州・南沙港

横琴新区

南沙新区

広州市広州市

江門市江門市

中山市中山市

東莞市東莞市仏山市仏山市

恵州市恵州市

前海地区

香港SAR香港SAR

澳門SAR澳門SAR

珠海市珠海市

深圳市深圳市

N 

(出所) 各種資料よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 
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横琴新区。2009 年 8 月に「横琴総体発展計画」として国務院に承認されたも

ので、澳門北部の珠海市にある面積 106 平方キロの横琴島を経済特区である

珠海市に組み入れ、特に澳門との連携を企図して開発する。2011 年8 月に国

務院から「特区に比べ更に特殊な優遇政策を付与する」旨の承認を受けてお

り、法人税減免や通関の簡素化などが盛り込まれる。2020 年までに人口 28 万

人、一人当たり域内総生産で 20 万元を目指す。 

深圳前海地区。深圳市西部の埋立地である前海地区において、主に香港か

らのサービス業進出を念頭に「前海深港現代サービス業合作区総合開発計

画」を立案。2010 年 8 月に国務院により批准。金融、物流、情報サービス、

科学技術・専門サービスなどを強化し、2020 年までに域内総生産を 1,500 億

元まで増加させる計画。 

南沙新区。広州市の最南端に位置する南沙区を改組し、面積約 800 平方キ

ロ（内陸地面積約 570 平方キロ）の国家級新区に格上げする計画。今後中央

政府宛て申請を経て新区が成立すると見られる。2050 年までの長期計画の

下、広東省・香港・澳門（以下「粤港澳」と略す）連携の中核として人口 240 万

人に達する一大都市を建設する予定。 

これら 3 ヶ所の地域は、「綱要」の産業戦略のなかでも特に高度サービス業

の振興対象に指定されたという点で、輸出型製造業を主体としてきた 18珠江

デルタ地域の産業転換において極めて重要な役割を担っていると言えるだろ

う。なかでも南沙新区は、面積を含めたスケールの大きさ、2050 年まで 40 年

弱に及ぶ計画期間、また一時は広東省が政府機能の新区移転を計画する19

など上層部からのコミットメントの強さ、そして全国に 4 箇所しかない国家級新

区を目指すという点で、その存在感は際立っている。地理的にも「珠江デルタ

の幾何中心」に立地する優位性を活かし、今後の「綱要」推進において中心

的な役割が期待される。当地については次章で改めて詳述したい。 

                                                       

以上まとめると、1990 年代後半以降、珠江デルタ地域は 1)対外窓口として

の相対的な地位の低下と 2)WTO 加盟や「和諧」政策の発動に伴う事業環境

の悪化を背景に、輸出代替型・労働集約型産業が牽引する従前の成長モデ

ル維持が困難となっていった。リーマン・ショックがそれに追い討ちをかける形

となり、「改革・開放」以来の発展戦略を見直すべく「綱要」の策定が行われた。

その柱は珠江デルタ地域と環珠江デルタ地域・汎珠江デルタ地域といった周

辺部を巻き込んだ産業高度化・低付加価値産業退出の併進と、香港・澳門両

特別行政区との連携強化を通じたサービス産業の強化にあると理解できる。 
足許、珠江デルタをより緊密に結びつけるためのインフラ整備が進む一方、

先行地域として珠海・横琴、深圳・前海、広州・南沙といった地域が指定され

ており、「綱要」の推進に向けた態勢がまさに整いつつあるところと言えよう。 

 
18 2009 年の広東省総生産のうち 50.1%が、珠江デルタ 9 都市では 48.0%が第 2 次産業からの産出である。 
19 省政府機能の移転については後述する「研究」でも要請として触れられていたものの、足許の新聞報道等によ

ればこれを慎重に見る向きも多く、実際に移転が行われる可能性は低くなっている模様である。 

なかでも南沙新

区 は 「 綱 要 」 推

進の中核に 

「綱要」実現に向

けた推進態勢が

まさに整いつつ

ある 
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III． 珠江デルタの将来像 ～南沙新区を中心に～ 

本章以下、「綱要」が地域に如何なる影響をもたらすかについて論じていき

たいが、本稿では珠江デルタ地域固有の要素として 1)「綱要」の推進におい

て重要な役割を果たすと思われる国家級新区の設置、及び 2)当地が特権的

に持つ香港・澳門特別行政区との地理的近接性とそれを活かした連携可能

性、の二つに着目したい。開放地域の拡大に始まって紋切り型の外資誘致政

策が実効力を失いつつあるなか、全土で立ち上がる数多くの地域計画に対

する差別化要因に着目することが、当地の将来を占ううえで極めて重要と考え

られるからである。本章では先ずこの 2 点に焦点を当てて考察を加え、最後に

これらを踏まえて南沙新区を中心とした珠江デルタの将来像を描きたい。 

III.1 「新区」の意義と南沙新区の位置付け 

そもそも「新区」とは、新たに設立された開発区の一部に対し冠せられる一

般的な名称であり、「新区」の名を称する地域は実際には無数に存在する。そ

のなかにも所謂「国家級新区」と呼ばれるものがあり、これらは「新区」の行政

レベルが副省級（即ち新区の長は所属する省級行政区の副長と同格と看做さ

れる）となるべく国務院の承認を受けている。この「国家級新区」に該当する地

域は現在、上海市・浦東新区、天津市・浜海新区、重慶市・両江新区、浙江

省・舟山群島新区の 4 箇所が存在する（【図表 13】参照。以下新区を「国家級

新区」の意で用いる）。新区の機能は経済特区や経済技術開発区と同様、特

定地域内において何らかの優遇策や行政権限を付与することにあるが、全国

に 90 箇所ある国家級経済技術開発区20や 67 箇所ある国家級高新技術産業

開発区21（両者を総称して「国家級開発区」と呼称される）には事前に定めら

れた定型の優遇策が適用され、市級の権限が与えられるのに対し、新区では

それぞれの位置付けに応じた個別の優遇策と、前述の通り副省級の権限が

与えられる。その意味で、新区は国家級開発区に比し投資誘引や産業振興

に際して競争力を発揮しやすい環境にあると言えよう。 

                                                        
20 中国開発区網（http://www.cadz.org.cn/kfq/index.jsp?id=561）による 
21 中国開発区網（http://www.cadz.org.cn/kfq/index.jsp?id=624）による 

(出所) 各種資料よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 

【図表 13】既に設立されている国家級新区 

浦東新区 浜海新区 両江新区 舟山新区

設立

1992年10月
　国務院が設立を許可

2005年6月
　総合配套改革試験区に

1994年3月
　天津市が設置を決定

2008年3月
　総合配套改革試験区に

2009年11月
行政区「浜海新区」設置

2010年5月

　国函〔2010〕36号で
　国務院が設置認可

2011年6月

　国函〔2011〕77号で
　国務院が設置認可

場所 上海市（直轄市） 天津市（直轄市） 重慶市（直轄市） 舟山市（地級市）

面積 1,430km2 2,270km2 1,200km2 22,200km2

(内海域20,800km2)

位置
付け

国内3箇所の国家総合配套
改革試験区の一つ
華東の中心
税制等で経済特区（深圳等）
と並ぶ位置づけ

京津冀（北京・天津・河北）の
対外門戸

国内3箇所の国家総合配套
改革試験区の一つ
北方での物流中心

国内7箇所の国家専門配套
改革試験区の一つ
内陸地区の対外開放門戸
長江上流の金融・イノベー
ション中心

海洋経済発展の先導・試験
区
長江デルタの成長極の一つ

珠江デルタの差

別 化 要 因 は 国

家 級 新 区 の 設

置と特別行政区

との連携 

「 新 区 」 は 開 発

区を上回る先進

的 政 策 の 実 験

地 
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新区の名を冠する地域として最大の成功事例が上海市の浦東新区であろ

う。前掲の通り、新区の数は未だ少なく地域によって扱いも区々であるうえ、浦

東に次いで天津市・浜海新区が新区となったのは 2000 年代も半ばのことであ

り22、新区として長期に渡る実績を有するのは浦東しかないとも言える。然るに

浦東を以って新区を一般化することは困難とも思われるが、本稿ではそれを

念頭に置いたうえで浦東新区の成立と発展の軌跡を簡単になぞり、南沙新区

の位置付けに関する理解深耕の一助としたい。 

III.1.1 上海・浦東新区の事例から見る「新区」の意義 

上海市は 1949 年の人民共和国建国以来、中国工業生産高の 2 割を産出

する同国産業の中心としての役割を果たして来たが、特に「改革・開放」始動

以降、国内におけるプレゼンスは顕著な低下傾向を辿る（【図表 14】）。1984
年には沿海開放都市として 3 箇所23の経済技術開発区が設置されるなど開放

政策の恩恵に与ってはいたものの、財政請負制のもと中央政府への上納負

担が嵩むことから慢性的な資本不足にあり、インフラ整備もままならない時期

が続いていた。生産設備の老朽化や建国以来の重工業偏重投資に伴う環境

汚染、そして高い人口密度に起因する住宅不足や交通機能不全など、工業

都市としても住宅都市としても疲弊を隠せない状況となっていたのである24。 

斯かる課題への処方箋として予てより検討されてきたのが、市街中心である

浦西の対岸にあって多くの未開発地を抱える浦東地区の開発であった。その

後、浦東地区の開発を上海の再興につなげるべく目的が拡充され、1990 年

には浦東開発が正式に始動、1992 年に新区として発足した。 

浦 東 以 前 の 上

海は、プレゼン

ス低下に悩む過

密都市 

【図表 14】上海市の経済パフォーマンス(対全国シェア) 

14

                                                        
22 天津市主導の新区構想は 1990 年代から始まっていたが、国家級新区としての浜海は 2004 年の国務院宛上奏

と第 11 次 5 カ年計画への組込から本格化したと考えられる。 
23 上海に設置された経済技術開発区は閔行、虹橋、漕河涇の 3 ヶ所である。 
24 沢田[1993]、服部[1993]。 

(出所) 各種資料よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 
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ここで新区の位置付けは、次の通り理解される（強調部は著者による）： 

経済特区がすでに存在し、上海市内にも（中略）経済技術開発区が現存する

以上、新たに作る開発区は（中略）「特区でない特区」、「特区の中の特区」と

いわれる「新区」である。（中略）浦東新区は「特区の中の特区」であるので、経

済技術開発区を第一層とし、次に経済特区を第二層とする優遇政策を同時

に享受できる。（中略）同時に、浦東新区は「特区でない特区」の性格をもって

いるため、（中略）第三層の優遇措置を有している。25 

浦東独特の個性を形成する｢第三層｣の優遇措置にあって、特筆すべきは

サービス業の対外開放にあったと思われる。浦東新区では外資金融機関の

支店開設、小売を始めとする外資サービス事業者の営業が許可されたが、こ

れは 2001 年のWTO加盟から始まる漸進的市場開放から遡ること 10 年前のこ

とであり、極めて先進的な開放政策であったと言えよう。併せて外高橋地区に、

これも中国初となる保税区が設置され、上海港を世界有数の港湾に引き上げ

る端緒ともなった。こうした政策を通じて浦東新区に期待された役割は、上海

を国際的な金融・貿易センターとして確立し、以って長江デルタ及び長江流

域諸都市の発展を牽引することであった。事実、後に江蘇省・蘇州にシンガポ

ールとの合弁で工業園区が設置26されるなど、長江を南北に挟む浙江・江蘇

両省、更には西部の安徽省をも巻き込んだ製造業の集積が行われ、浦東新

区は金融や物流といったビジネス・サービス機能でそれを支援する体制が実

現した。見方を変えれば、珠江デルタ地域で香港と南部沿海開放都市群が

成した「前店後廠」体制を、浦東新区と華東開放都市群が長江デルタ地域で

再現したとも捉えられよう（【図表 15】）。その後の長江デルタ地域の目覚しい

発展は第 2 章で触れた通りである。 

                                                        
25 服部[1993] p.86-87 より引用。 
26 1994 年のことである。 

浦東固有のサー

ビス業開放措置

により、長江デ

ルタに「前店後

廠」が再現 

(出所) 各種資料よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 

浦東新区浦東新区

長江デルタ諸都市長江デルタ諸都市

金融・貿易等
ビジネスサービスの提供

金融・貿易等
ビジネスサービスの提供

・金融・サービス業での先進的
な規制緩和、保税区設置等

⇒ サービス業の誘致

・金融・サービス業での先進的
な規制緩和、保税区設置等

⇒ サービス業の誘致

・経済技術開発区等の設置

⇒ 製造業での産業集積

・経済技術開発区等の設置

⇒ 製造業での産業集積

香港特別行政区香港特別行政区

本土珠江デルタ諸都市本土珠江デルタ諸都市

金融・貿易等
ビジネスサービスの提供

金融・貿易等
ビジネスサービスの提供

・自由港としてのサービス業の素地
・輸出加工業の集積

⇒ サービス業への特化を志向

・自由港としてのサービス業の素地
・輸出加工業の集積

⇒ サービス業への特化を志向

・経済特区設置

⇒ 委託加工モデルの勃興

・経済特区設置

⇒ 委託加工モデルの勃興

《長江デルタモデル》 《珠江デルタモデル》 

【図表 15】長江・珠江両デルタの発展モデル（概念図） 
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他方、この背後には強力な国家的コミットメントが存在していたことも見過ご

せない。浦東新区開発計画は付与された政策やその規模、更には 5 カ年計

画に記載され続けている27ことから見てもまごうことなき国家プロジェクトである

と言えるが、これだけ規模の大きな開発計画を成功に結びつけるためには、

開始時点での強いリーダーシップは無論のこと、その後長期に渡る持続的な

努力が必須と思われる。この点、浦東新区に賭ける中央政府の意気込みは、

上海市長であった江沢民の党総書記への登用（1989 年）と、同じく上海市長

として江沢民の後を襲った朱鎔基の国務院副総理・中央政治局常務への抜

擢（それぞれ 1991 年・1992 年、のち 1998 年に李鵬の後継として国務院総理

に就任）に顕著であろう。また 1989 年の六・四天安門事件以降、国際世論か

ら「改革・開放」政策の持続性に対して懸念が呈されていたこの時期にあって、

浦東を「改革・開放」継続の象徴として喧伝するためにも、中央として強い牽

引力を発揮せねばならないという別の事情もあった28。 

蛇足ながら、1980 年代の「改革・開放」始動時に国務院総理・党総書記を

務めた（後に六・四天安門事件で失脚）趙紫陽は広東省党委・広東省長を歴

任29した経歴を持つ。他方、2000 年代に急速な発展を遂げ、後に新区として

承認された浜海新区を擁する天津市は、現国務院総理である温家宝の出身

地でもある。当然、これらの事実を各地域の成功要因として結びつけるのは余

りに短絡的であるが、長期に渡る資源投入と綿密なモニタリングが必要な大規

模開発において、上位指導者層が人脈を含め現場を知悉していることはポジ

ティブな要素であろう。特に人治国家とも言われる中国では、こうした幹部の

来歴も開発の成否を占ううえで注視すべき点の一つと思われる。 

III.1.2 南沙新区の位置付け 

南沙新区の予定地は現状、広州市最南部で珠江口西岸に位置する南沙

区という行政単位のもとに置かれており、南沙区は内部に国家級開発区であ

る広州南沙経済技術開発区を擁する。開発区としての歴史は比較的古く、

1992～1993 年に行われた経済技術開発区認可第 2 陣の一つとして設立され

たものである30。後に高新産業技術開発区指定（1995 年）、開発区域面積の

拡張（2004 年）、輸出加工区設置（2005 年）、行政区画としての南沙区設立

（同）、保税港区設置（2008 年）などを経る傍ら、多数の多国籍企業の誘致に

も成功している。この中には、米ExxonMobil、サウジ基礎産業公社(SABIC)、
独BASFといった世界有数の多国籍企業が含まれるほか、日系企業でもトヨタ

自動車、JFEなどが進出を果たしている。結果、当開発区は域内総生産で広

州市の 4.5%、工業生産高で 9.7%を産み出す工業集積地へと成長を遂げて

いる。現状の行政区画面積は 528 平方キロ、うち陸地面積は 340 平方キロで

あり、これは広州市全体の 4.7%に相当する。 

                                                        
27 経済特区と並び、第 8 次(計画期間 1991-1995 年)から直近の第 12 次(計画期間 2011-2015 年)に至るまで全て

の 5 カ年計画において「浦東新区」への言及が見られる。 
28 服部[1993]。 
29 1965 年から 1967 年まで広東省党委第一書記、1974 年から 1975 年まで広東省長を務めた。 
30 実際の設立は 1993 年 5 月である。 

浦東のパトロン

としての江沢民・

朱鎔基体制も追

い風 

鄧小平・趙紫陽

の 華 南 経 済 特

区、温家宝の天

津滨海 

南 沙 は 広 州 市

南 部 の 国 家 級

開発区 
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当地の最大の強みはその立地と、それを裏付けとした強力な交通・物流イ

ンフラにある。南沙区は半径 70km内に広州、深圳、珠海、香港、澳門と 5 つ

の国際空港31を抱え、半径 100km内に珠江デルタ主要都市の略全てを収め

るなど、「珠江デルタの幾何中心」と呼ばれる好地に位置している（立地につ

いては前出【図表 11】も参照のこと）。広州市中心部からは地下鉄により 40 分

程度で到達可能であるほか、高速道路網により珠江デルタ各都市と、フェリー

で香港・澳門と接続されており、珠江デルタ一円の交通の要衝としての役割を

担っている。また、区東部の龍穴島には港湾が建設され、2005 年から珠江デ

ルタ主力港湾の一つとして機能している（【図表 16】）。広州港は元来、河川港

である黄埔を中核に据えていたが、香港や深圳といった珠江デルタ都市間の

競争を背景に、生き残りを賭して建設された沿海港が南沙であった32。 
こうした強みが当地を、珠江デルタの競争力強化に向けた重点地域に押し上

げていると思われる。実際、前出の「綱要」においても注力地点として明記さ

れているほか、広東省と香港、広東省と澳門の連携強化を目指した「粤港合

作框架協議」、「粤澳合作框架協議」の双方で共通して取り上げられているの

は南沙のみ33である。既述の通り、南沙区は現在国家級新区としての承認を

受けるべく申請準備中と見られるが、設立済の新区が華東の上海・浦東、華

北の天津・浜海、内陸の重慶・両江、海洋開発に重きを置いた浙江・舟山群

島という布陣となっていることから見れば、新区認定の暁には華南を代表する

地域としての立場をより強固にするものと見られる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

またここではもう一つ、南沙が 2010 年 6 月に中港・中澳CEPA（Closer 
Economic Cooperation Arrangement＝経済連携緊密化取決め）先行地域とし

て指定されたことにも触れておきたい。CEPAについては次節で改めて触れる

が、性質的には中港間のFTAと捉えられる。香港を含めた珠江デルタ一円の

連携深化を謳う「綱要」を肉付けする部品の一つと位置付けられるものであり、

このことからも「綱要」推進における南沙の重要性を推し量ることが出来よう。 

                                                        
31 南沙開発区資料より。珠海空港を国際空港と捉えるのは異論もあろうが、本稿では当資料内容を優先する。 
32 三浦[2007a]。 
33 前者では第 8 章で深圳前海・深港河套・広州南沙、後者では第 6 章に珠江口西岸・珠海市・広州南沙が重点合

作地域として言及されている。 

(出所) 日本港湾協会資料よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 
(注) 網掛けは珠江デルタ地域の港湾を示す 

【図表 16】世界の港湾別コンテナ取扱高(2010 年) 

Rank Port Country Traffic
(MMTEU)

1 Shanghai China 29.1
2 Singapore Singapore 28.4
3 Hong Kong China 23.5
4 Shenzhen China 22.5
5 Busan Korea 14.2
6 Ningbo China 13.1
7 Guangzhou China 12.6
8 Qingdao China 12.0
9 Dubai UAE 11.6

10 Rotterdam Netherland 11.1

「珠江デルタの

幾何中心」を優

位性に、粤港澳

連携の中心地と

目される 

既に中港 CEPA

の先行エリアと

して指定 
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南沙ではその先行モデル地区として 108 平方キロに及ぶ領域34を設け、各種

サービス業を念頭に香港・澳門事業者との連携を深化させる方針を打ち出し

ているところである。 

III.2 CEPAについて35 

CEPAは香港製品の対本土輸出関税の撤廃・軽減のほか、投資要件の緩

和なども包含する包括的な中港経済協力の取組であり、2003 年 6 月に中港

間で調印され 2004 年初より試行されている。締結以降、凡そ年に一度のペー

スで補充協定を重ねながら対象製品・業種を拡大し続けており、直近では

2011 年 12 月に第 8 次補充協定が締結され、香港機関投資家による本土人

民元建てA株投資などが解禁されている。2011 年末迄に 1,592 品目のゼロ関

税適用品と 280 分野のサービス貿易自由化措置が設定されている36。 

香港は英国植民地下以来の伝統として、長らく自由港且つレッセ・フェール

の産業政策を据えて発展してきた経緯を持つ。それ故中港間のFTAについて

言えば、香港側は痛みを伴わず純粋にメリットを享受する立場にあると捉えら

れる。このことが示す様に、当初のCEPAは返還後の経済不振に喘ぐ香港に

対する支援としての性格を帯びたものであった37。特に、WTO加盟を機に本

土に対するビジネス・サービス提供者として、或いは対中投資者としての香港

の優位性の沈下が懸念されるなか、代替策として本土サービス産業の香港事

業者への優先的開放 38が支援策として与えられたのであった。但しその後、

第 2 章で述べた通り本土側珠江デルタ諸都市も種々の困難に直面し、寧ろ香

港との連携を強化することで自らの課題解決の一助とする方向へ舵を切る。 
これは即ち、CEPAを切り口とした粤港澳連携による珠江デルタ地域の競争力

強化を意味し、CEPAが「綱要」実践に向けたツールの一つに変容した、という

解釈を与えよう39。 

香港の強みは、産業構成からも理解される通りサービス業の濃密な集積に

ある（【図表 17】）。CEPAでは香港のサービス事業者に対し、参入規制を緩和

する形で対本土投資を促している。中国のWTO加盟後 10 年余を経て既に相

応の規制撤廃がなされていることから、その先進性は徐々に色あせつつある

ものの、品質検査や法務、人材派遣といったビジネス・サービスに加えて物流、

医療、金融、旅行などで参入ハードルの緩和が行われている（【図表 18】）。

                                                        
34 正式には「南沙 CEPA 実施先行先試総合模範区」と呼称される。 
35 CEPA は中国・香港間と中国・澳門間の 2 本が存在するが、実態的な影響の大きさに鑑みここでは香港に絞って

論ずることとしたい。 
36 HKTDC[2010] p.3。第 8 次補充協定が 2012 年 4 月より発効することから、ゼロ関税品目数・サービス貿易自由

化措置分野数ともに増加する見通しである。 
37 森[2011]によれば、アジア金融危機や 9.11 テロ、SARS 問題、長江デルタ経済圏の台頭、中国の WTO 加盟、

和諧政策の本格始動、などを返還間もない香港が不調に陥った要因として指摘している。 
38 FTA として当然ながら関税撤廃措置も含まれてはいるが、香港の製造業は既述の通り広東省に大部分の製造

能力を移転しているため、インパクトは然程大きくないと考えられている。例えば高田[2004]。 
39 HKTDC[2010]では、CEPA 付属協定Ⅶのパイロット措置を指して「この協定は（中略）『珠江デルタ地区改革発展

計画綱要（2008～2020 年）』のマクロ方針を具体化するためのものである」と記している。 

CEPA は香港支

援策から「綱要」

推進に向けたツ

ールへと脱皮 

サービス業を中

心に、日本企業

にも門戸が開か

れる 



  
 

地域発展計画から見る珠江デルタ地域の将来像 

Mizuho Industry Focus 

 
19

CEPAの対象は香港資本の企業に留まらず、条件40を満たせば外資企業の香

港現地法人に対しても門戸が開かれている。今後の補充協定や南沙の先行

モデル地区における緩和内容によっては、日系企業にとっても本土進出に向

けたツールの一つとなり得よう。 

 

 

 

 

 

 

 

III.3 珠江デルタ・南沙新区の将来像及びリスク 
 

III.3.1 南沙新区の「ありたき姿」 

新区申請に先立ち、2011 年 8 月に中国社会科学院による「広州南沙新区

定位与発展戦略研究」（以下「研究」と称す）の発表会が挙行された41。 
「研究」はその名の通り南沙の戦略を読み解くうえで重要と思われることから、

若干紙面を割いて内容に触れておきたい。 

                                                        
40 香港のサービス事業者としては 1)香港法に従って設立され、2)営業開始後 3-5 年を経過（業種に依存）し、3)法
人税を納め、4)従業員のうち半数以上を香港で雇用している、などの条件を満たせば良い。詳細は HKTDC[2004] 
p.67 以降を参照。但し、大枠は変わらないものの後の補充協定にて微修正が加えられている点には留意のこと。 
41 中国互聯網新聞中心（http://www.china.com.cn/zhibo/2011-08/20/content_23241989.htm）にて発表会の全ての

発言が公開されている。 

【図表 17】香港の GDP 構成比(2010 速報値)

構成比

0.1 %
1.8 %
2.0 %
3.3 %

92.9 %
23.9 %
3.3 %
7.9 %
3.2 %

15.4 %
11.2 %
16.9 %
11.1 %

100.0 %総計

不動産・専門サービス

社会・個人サービス

不動産投資

建設

サービス業

貿易・卸売・小売

宿泊・飲食

運輸

情報・通信

金融・保険

経済活動

農林漁業鉱業

製造

電気・ガス・水道

【図表 18】CEPA の自由化分野(第 7 次補充協定までの累積)

会計 保険 研究開発

広告 職業仲介代理業 科学技術コンサル

航空輸送 職業紹介代理業 証券

音響・映像（AV） 法務 プロジェクト管理

銀行 物流 高齢者・障害者福祉

ビル清掃 経営コンサルティング 専門デザイン

コンピュータ関連サービス 市場調査 スポーツ

建築・不動産 医療・歯科 倉庫・保管

会議・展示会 鉱業 技術試験・分析・製品試験

文化・エンターテインメント 特許事務代理 通信

流通 写真 観光

環境 印刷 商標登録

運送 専門資格試験 翻訳・通訳

個人所有店 公益事業 輸送（陸運＆海運）

(出所) 香港統計処（【図表 16】）、HKTDC[2011]（【図表 17】）よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 

2011 年 8 月に南

沙 発 展 戦 略 の

青写真が発表 

(出所) 中国社会科学院「研究」発表報道等よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 

【図表 19】「研究」に基づく南沙の SWOT 

強み 弱み

・経済成長を支えうる パワーの欠如

・粤港澳の連携推進に向けたインフラ、産業補完性の保持 ・インフラ設備が依然として不十分であること

発展した後背地に挟まれた地勢 ・地質条件が相対的に複雑であること

・南アジア熱帯の臨海田園地帯という独特の環境

機会 脅威
・グローバル化・情報化・低炭素化に伴い高度技術の配置・集積が急務 ・珠江デルタの経済構成に深刻な変化が見込まれること

・中国、とりわけ珠江デルタの産業高度化トレンド ・周辺都市との

・南沙が既に十二五など ・浜海新区など

予想されること ・制度差等がもたらす輸出競争力への影響

・南沙が国家中核都市・広州の南部への発展という使命を帯びていること

・粤港澳の中枢、珠江デルタの幾何中心に位置する立地 ・財政面での裁量の弱さ

広大な余剰地 ・政策面での制約、ソフト

・天然の良港と

同質化に伴う悪性競争

国家戦略に組み入れられていること 国内の他重点地域の迅速な発展

・粤港澳連携の深化が
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 「研究」の発表会席上、中国社会科学院財貿所長の高培勇は南沙地域の

強み、弱み、機会と脅威について【図表 19】（赤色強調は筆者による）の通り

整理し、これを基に南沙新区の今後の戦略を以下の 4 点に纏めている： 
1)中国南方に向けた開放窓口としての役割を果たすこと。南沙港の強みを背

景に、華南及び中西部と中国南方との「海上門戸」が当地の目指す姿である

とする。このことは、｢綱要｣が珠江デルタの重点連携先として香港・澳門両特

別行政区に加えて ASEAN を明記していることとも整合的である。2)粤港澳三

地の連携の総合試験区となること。先に述べた深圳・前海、珠海・横琴に比し、

面積の大きさなどから南沙の優位性は明らかであるとした上で、CEPA を切り

口とした香港・澳門との連携を更に深め、将来的には経済や制度面での一体

化を目指す、とする。3)広州科学発展での先行地域となること。上海・浦東と

天津・浜海の先行する両新区の発展事例を参考として、広州が国家の中心的

都市となるための重要な支柱となることを掲げる。4)珠江デルタでの住みよい

居住地を目指すこと。低い人口密度や強みとして挙げられた独特な自然環境

を活かし、居住区や旅行目的地としての競争力強化を目指す。 

同時に、戦略実現に向け南沙新区として 1)高度サービス業、2)知識集約型

産業、3)臨海先進製造業、4)海洋産業、5)旅行・レジャー産業の 5 業種を主

導的に発展させることが確認された。 

他方、中央政府・広東省・広州市に向けて以下の様な 10 項目に渡る優遇

政策のリクエストが発せられた。尚、これは飽く迄南沙区側の要請事項であり、

実際に国務院からの承認を得られるかどうかは未定であることを付記しておく。

従って、当該 10 項目は南沙が今後「ありたき姿」に向かうためにどの様な政策

ツールを必要としているか、というメッセージとして解するのが妥当と思われる。

以下に全項目を列記したが、重要と思われる部分を主だった3つのカテゴリに

分け、【図表 20】に纏めたので併せて参照されたい。粤港澳連携と金融・貿易

等サービス業の強化が最重点項目となっていることが理解できる： 

 

 

 

 

 

南方に向けた海

上門戸、粤港澳

連携の中核、科

学 発 展 で の 先

進、が南沙のグ

ランドデザイン 

「ありたき姿」に

向けた必要ツー

ル 10 項目 

【図表 20】南沙が求める優遇政策（抜粋） 

企業所得税の「三免三半」の施行・一定期間の15%への減税

南沙新区に対する省級権限の委譲

香港・澳門連携に関する法制度改革での先行先試権

粤港澳三者での職業資格の共通化（「一試三証」）

粤港澳連携プロジェクトの南沙への優先配置

南沙及び香港・澳門間の社会保障制度連携の試行、住民票改革の試行

金融総合改革試験区への指定、海運取引所と商品先物取引所の設立

オフショア金融の発展、外為制度改革試行

保税港区範囲の拡大、保税港区での営業税減免

 サービスセクター関連 – 金融・貿易・物流

 広東省・香港・澳門連携関連 – 三者連携の中核に

 全般的な優遇策 - 減免税と新区の権限強化

(出所) 「研究」発表報道等よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 
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1) 国家レベルでの戦略支援。財政配分とプロジェクトの南沙への傾斜、

香港・澳門連携に関する法制度改革での先行先試権、広東省政府の

南沙新区への移転42、広州市及び隣接地域の国家直轄化。 

2) 管理・審査権限の強化。南沙新区に対する省級権限の委譲、先進製

造業と生態保護関連での優遇。 

3) 財政面での支援。南沙開発に向けた特別補助基金の設立、企業所得

税の「三免三半」の施行、一定期間の 15%への減税43、免税小売店の

設置、増値税改革での先行。 

4) 金融制度改革。金融総合改革試験区への指定、加工貿易決済センタ

ーの設立、海運取引所と商品先物取引所の設立、オフショア金融の発

展、外為制度改革の試行。 

5) 土地管理制度改革。南沙新区の拡大、用地計画指標の傾斜配分、香

港・澳門企業によるプロジェクト会社設立と開発の許可、土地使用権の

移転を伴わない開発参入の許可。 

6) 港湾管理・通関改革。旅行者の通関制度の緩和、農産品検疫の「一地

両検」化、南沙港の完成車輸入港化、南沙に対する香港・澳門通行証

発行権限の授権。 

7) 物流政策。保税港区範囲の拡大、保税港区での営業税減免、新区内

の海上保険会社への営業免税、保税港区内企業の自社設備の輸入

関税減免。 

8) 教育・科学技術。粤港澳三者での教育合作特区の設立、職業資格の

共通化（「一試三証」）、国外教育機関の学校運営の試行、各種国際

教育機関の誘致に対する支援。 

9) 重要プロジェクト誘致。珠江デルタ地域の客運船の南沙客運港母港化、

粤港澳連携プロジェクトの南沙への優先配置、国際イベントの南沙へ

の優先招致。 

10) 社会保障政策。南沙及び香港・澳門間の社会保障制度連携の試行、

住民票改革の試行。 

以上の措置をもとに、南沙新区は 3 段階での発展戦略を描く。2015 年まで

の第 1 段階では、区画調整を経て先ず広州市並みの水準の都市を目指す。

続いて 2030 年までの第 2 段階で香港など先進都市にキャッチアップし、2050
年を期限とする最終段階では人口 240 万人、域内総生産 1.8 兆元の一大都

市への発展を遂げる。その時点で総生産に占める第 3 次産業の割合を

                                                        
42 移転のメリットについて、広東省体制改革研究会副会長である周林生は、省政府機能の移転が南沙への資源

流入を招くこと、省内各市を見るうえでの立地好適性、現広州市中心部の交通負荷軽減を挙げている。国土資源

部（http://gzdc.mlr.gov.cn/qydt/gzdt/201108/t20110822_928163.htm）を参照のこと。 
43 現在、中国の法人所得税は基本的に 25%に統一されている。 

40 年後の目指

す姿は「第 2 の

香港」 
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85-90%まで引き上げるのが目標である。約 40 年後という遠い未来の話ではあ

るが、現在の南沙開発区の数値から逆算すると域内総生産成長率は年平均

9.5%、人口成長率は年 5.7%となり、最終的な都市の姿は人口が約 1/3 である

ことを除き、ほぼ現在の香港と一致する野心的な計画である（【図表 21】）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以上を踏まえると、南沙新区が目指すところは第 2 の香港であり、華南にお

けるもう一つの浦東である、と言う見方が可能である 44。香港は「改革・開放」

以後珠江デルタ諸都市の、また浦東新区は 1990 年代半ば以降長江デルタ

諸都市の産業を支えるビジネス・サービス提供者であった。これらに照らせば、

南沙新区は「綱要」が掲げる広域珠江デルタにおける産業高度化・「双転移」

という、言ってみれば珠江デルタ製造業の復権活動に対し、香港事業者の力

を借りつつビジネス・サービス提供者の役割を果たすことを目指している、と理

解できる。 

但し当然、発展の過程のなかで製造業を忽せにするわけではない。足許、

南沙開発区総生産の 8 割超は第 2 次産業が生んでいる45のであり、また要求

している優遇政策から見ても先端製造業の誘致には前向きな姿勢が看取さ

れる。寧ろ、珠江デルタ全域における産業活性化という大きな絵のなかで、先

進的な優遇政策を梃子に自らを先端産業誘致の導管とし、以って地域の産

業高度化の牽引役たろうとしている、と考えた方が正確と思われる。 

以上を踏まえれば南沙新区の「ありたき姿」とは、広域珠江デルタ地域に対

するサービス提供者として裏から「綱要」推進を支えると同時に、製造業高度

化という産業政策でも主導役を担う、正しく「綱要」の中核都市である、と捉え

られよう。 

                                                        
44 実際、計画数値策定にあたっては香港の計数がベースとされている模様である。財経・鳳凰網「广州南沙战略

规划建议将省政府迁至南沙 再造一香港（2011/8/21 付、http://finance.ifeng.com/news/city/20110821/4432006.shtml）を参

照のこと。 
45 2010 年の南沙経済技術開発区の統計によれば、同開発区の域内総生産 486 億元に対し、第 2 次産業は 391
億元を産出し、全体に占める比率は 80.6%であった。 

(出所) 香港統計処、香港政府公表資料、「広州南沙新区総体概念規則総合方案」報道資料、 
「研究」、南沙開発区資料等よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 

(注) 為替レートは 86.93RMB/100HKD として計算。 
南沙区 2010 年の一人当たり GDP は、区外からの通勤者が存在することを踏まえれば 
高めに出ている可能性が高い。尚、南沙区統計によると戸籍人口は 15.3 万人である。 
表中数字は南沙開発区の対外公表資料より取得したもので、常住人口と考えられる。 

香港 南沙新区 （参考）南沙区

2010年 2050年 2010年

N/A 803 528

うち陸地(平方km) 1,104 570 338

7,102 2,400 260

1,516 1,800 49

うち第3次産業 92.9% 85-90% 16.5%

一人当たりGDP(RMB) 213,443 750,000 186,800

面積(平方km)

人口(千人)

GDP(十億RMB)

【図表 21】南沙新区の目標値と香港との比較 

南 沙 は 「 綱 要 」

推進の中核とし

ての位置付けを

目指す 
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III.3.2 今後の発展に影響を及ぼす要因 

但し、斯かる長期間且つ大規模な計画においては当然、相応のリスクも内

在しよう。南沙新区はそれ単体で発展し得るものでは決してなく、飽く迄「綱

要」の描く珠江デルタ地域発展計画における相対的な存在に過ぎない。また

国家級新区となれば、その成功に向けては地方行政のみならず中央政府か

らの継続的なコミットメントも欠かせまい。斯かる観点から、南沙新区の成否に

大きな影響を及ぼすと見られる諸要素について整理しておきたい。 

後背地の発展。南沙新区が「華南地区や中西部に対する『海上門戸』」の役

割を以って任ずるのであれば、こうした後背地の発展が南沙新区成功の成否

に直結しよう。香港は本土珠江デルタ諸都市の窓口としてそれらの成長に依

存していたのであり、浦東新区も同様に上海市並びに江蘇・浙江・安徽各省

の発展に依拠してきた。その観点から言えば、「綱要」に描かれた環珠江デル

タの産業高度化と「双転移」、そして汎珠江デルタの一体化の成否が南沙新

区の未来を占う鍵となろう。 

域内他都市との調整。珠江デルタ地域において、港湾としての広州は香港・

深圳に次ぐ第 3 位でしかなく、金融では一国二制度のもと世界レベルの金融

センターとして確立した香港があり、また将来のビジネス・サービス提供者とし

てのポジションも深圳・珠海両経済特区がそれぞれ前海地区・横琴新区を擁

し、南沙を含めた三者鼎立の様相を呈している。将来的には各々の強み・弱

みをもとに一定の棲み分けがなされようが、特に先行する香港・深圳からのシ

ェア奪取は容易でないと思われる。斯かる状況下、当地が珠江デルタ地域の

中心としての位置付けを確立するためには、競合他都市や中央・省を含めた

上層指導部との綿密な調整が必須となろうが、特別行政区と経済特区を向こ

うに回しての利害調整は相応の困難を伴うものと予想される46。 

域内発展バランス及び物流インフラの変化。前2 項とも重複するが、貨物集散

地としての交易中心となることがビジネス・サービス提供のうえで重要と捉えれ

ば、地域の荷動き動向も域内パワーバランスを左右する要因となり得ると思わ

れる。珠江デルタ三大港湾は、中央北部に位置する南沙を西端に配して専ら

東岸に立地しており、南沙にとっては特に西岸発貨物の順調な拡大とその取

り込み如何が発展を左右することになろう。従って、これまで比較的東岸を中

心としてきた珠江デルタ地域の発展が、「双転移」を通じて西岸へと波及する

かどうかが港湾としての南沙にとって重要と考えられる。 
また、例えば香港・珠海・澳門大橋の開通は、珠海市・中山市等の西岸諸都

市発の貨物に対する香港の競争力を向上させ、これまで南沙や深圳蛇口・赤

湾などに分散してきた西岸発貨物の香港シフトを促す可能性がある47。こうし

たインフラ整備の動向についても注視していく必要があろう。 

                                                        
46 「粤港合作框架協議」では、金融では香港の主導的地位を確認しつつ、その他サービス業で明確な役割分担が

なされる方向は打ち出されていない。また三浦[2007b]は、珠海を含めた PRD4 港が港湾クラスタとして分散共存を

果たす、との見方を示している。 
47 三浦[2007a]による。 

南 沙 計 画 の 未

来を占う 5 項目 
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珠江デルタ西岸
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域外他地域との競合。冒頭で記したとおり、足許は地域発展計画ブームとも

言われるほどに開発計画が並立する状況にある。そのなかにあって、重慶・両

江や浙江・舟山群島といった新区はもとより、既存の経済特区や国家総合改

革試験区48など地域を牽引する多数の重点地域49が指定されており、新区へ

の指定を以って強力な競争優位の具備が担保されると結論付けるのは性急

に過ぎよう。「和諧」という格差縮小に向けた大きな政策トレンドに鑑みれば、

過去の経済特区や浦東新区の如き政策面における圧倒的先進性の独占的

享受は期待しがたい状況にある。寧ろ、今後の地域経済発展は各地域が

各々の裁量のもと、固有の特色を発揮しながら他地域との差別化を図ってい

くことが求められよう。その意味で言えば、繰り返しになるが後背地に特別行

政区を有する当地特有の地勢と、「改革・開放」以来 30 年に渡って蓄積してき

た重厚な産業基盤とをどう活かしていくかが、珠江デルタ地域、ひいては南沙

新区の更なる発展に向けた要諦と見られる。 

政治要因。影響について確たる予見が難しいため、ここでは末項に据えてい

る。華南の経済特区を中央で支えたのが鄧小平と趙紫陽、上海の浦東新区

のそれが江沢民と朱鎔基であるならば、南沙新区でその役割を果たせる可能

性があるとすれば現広東省党委書記であり、南沙新区計画の策定にも深く関

与した汪洋であろう。汪洋は中国共産主義青年団（共青団）を出身母体とし、

同じく共青団派の胡錦濤から抜擢される形で現在、中央政治局委員を兼ねて

いる。南沙の今後を見るうえでは、現人民共和国副主席・習近平の主導が確

実視されている次期指導部での同氏の地位が焦点となると思われるが、中央

政府の中枢に理解者を持つことは国家からの継続的な支援を得るうえで前向

きに働くことになろう。 

以上、主だったリスクファクターを挙げたが、要すれば「綱要」に沿った地域

産業構造の改革、そして南沙を地域の中心に据えるという「研究」の両者に対

し、中央・省・市各々の指導層がどこまでリーダーシップを発揮出来るかが最

大の要点と思われる。プレゼンスが縮小しつつあるとは言え、珠江デルタ地域

は依然として中国最大の産業集積地の一つであり、国内におけるその重要性

は論を待たない50。斯かる長期に渡る開発計画期間においては当然、外部環

境の大きな変化も起こり得るが、珠江デルタ地域が再び輝きを増すためにも、

「綱要」を核とした地域戦略の堅実な推進が望まれよう。 

                                                        
48 正式には「国家総合配套改革試験区」と称される。経済特区に始まる開放地域が経済面を主眼においた改革で

あったのに対し、行政体制や都市・農村問題、環境保全などを含めた総合的な改革を推進するための試験区とし

て 2005 年より設置が開始された。 
49 「国家総合配套改革試験区」については、2011 年末時点で上海、天津、重慶、成都、武漢、長株潭、深圳、瀋

陽、山西省、アモイが指定されている。全てが総合的な改革をするわけではなく、それぞれ個別のテーマ設定がな

されている。張[2010]に詳しい。 
50 第 2 章では各広域経済圏をベースに比較分析を行ったが、省別に見れば広東省は依然として中国国内総生産

の 1 割超を占める最大の行政単位である。 

他の新区、経済

特区、国家総合

改革試験区との
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IV． 予想されるビジネスチャンス 

最後に、「綱要」やこれまで触れてきた個別計画から導き出される珠江デル

タ地域の将来像をもとに、当地におけるビジネスチャンスについて考察を加え

たい。尚、本章では主に中国本土での事業活動を念頭に置き、珠江デルタ地

域として「綱要」の対象となった本土 9 都市を主たる分析対象として論ずる。 

25

る。 

                                                       

IV.1 市場としての側面 

珠江デルタ地域は全国的に見ても所得水準の高い地域と位置付けられる。

2009 年の数値をもとに一定の前提を置いて51所得が 50,000 元52を上回る人

口を全国の都市別に算出してみると、上位 10 位内に広州、深圳、東莞の 3 都

市が、30 位以内に更に仏山、中山を加えた 5 都市がランクインする（【図表

22】）など、既に消費市場として相応の規模に達していると捉えられ

消費市場として

は既に相応の水

準に到達 

【図表 22】中国主要都市の高額所得者数 

人口 人口密度 人口 人口密度 人口 人口密度

(万人) (人/km2) (万人) (人/km2) (万人) (人/km2)

1 上海市 上海市 302 3,408 511 5,773 891 10,056
2 北京市 北京市 227 1,683 399 2,956 728 5,395
3 天津市 天津市 77 1,169 151 2,287 318 4,802
4 広東省 広州市 84 909 158 1,709 315 3,403
5 広東省 深圳市 72 890 139 1,715 287 3,528
6 江蘇省 南京市 47 783 93 1,555 199 3,326
7 広東省 東莞市 41 4,674 82 9,375 177 20,333
8 重慶市 重慶市 25 347 61 855 173 2,441
9 浙江省 杭州市 39 992 77 1,963 164 4,182

10 遼寧省 瀋陽市 29 724 60 1,516 138 3,483

13 広東省 仏山市 15 1,021 36 2,358 93 6,175

29 広東省 中山市 10 2,565 22 5,530 53 13,205
30 広東省 汕頭市 7 387 17 980 50 2,908

#
所得>100kRMB 所得>75kRMB 所得>50kRMB

省 都市

(出所) 中国城市統計年鑑 2010 等よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 

 
51 都市として各行政単位の市轄区のみを対象とし、個人所得が対数正規分布に従い、ジニ係数が一律に 0.4 であ

るとして試算を行った。 
52 因みに、中国統計年鑑によれば、2009 年の中国全体の都市住民の平均可処分所得は 18,858 元である。 
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【図表 23】広東省都市別に見た一人当たり総生産(2009 年、千 RMB)

珠江デルタ主要 9 都市 広東省その他都市 

(出所)広東統計年鑑等よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 
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但し、次に広東省に焦点を当てて一人当たりGDPを確認すると、域内都市

間の格差が依然として相当に大きいことがわかる（【図表 23】）。経済特区であ

る深圳と珠海、省都である広州は上海・北京の水準をも上回る一方、珠江デ

ルタ地域主要 9 都市の一部、或いは珠江デルタ地域外の広東省諸都市では

発展の遅れが目立つ都市も散見される。「綱要」では、「双転移」を梃子とした

珠江デルタ地域内外での総体的な経済の底上げとともに、域内では前掲【図

表 11】の通り一人当たりGDPを 135,000 元まで増加させることを掲げているが、

これが達成されれば当地消費市場の更なる拡大につながろう。2009 年時点

における珠江デルタ地域 9 都市における域内総生産が約 67,000 元であること

から逆算すると、「綱要」は 2020 年までに凡そ倍増（年率平均 6.5%）となる成

長を見込んでいることがわかる。仮に地域 9 都市で同率の成長が達成される

として試算すると、全ての都市の一人当たり総生産が現在の上海市を上回り、

総人口で 4,000 万人規模53の一大消費市場が創出されることとなる。この観点

からは、当然にして更なる普及が見込まれる各種耐久消費財の需要拡大に

加え、流通網を担う卸売・小売事業者等にとっても収益機会が見込まれる。 

他方、固定資産投資の視点からも大規模なビジネスチャンスが想定される。

「綱要」をベースに 2012 年までの中期ロードマップとして広東省が策定した

「『四年大発展』工作方案54」では、10 大工程の一つとして「双転移」の加速に

向けた具体策が挙げられている。低付加価値産業に対しては、珠江デルタ地

域の労働集約型産業の低下を図るべく 25 億元の財政資金を投じて周縁部へ

の移転を後押しする計画となっている。他方、中心部では当然にして新興産

業の導入が推進されるが、そこでは人件費の高騰を背景として資本装備率の

更なる向上が図られることが期待されよう。加えてエネルギー効率の向上や各

種環境指標の改善についても地域を先導することが期待されており55、ここで

も一層の対策が急務となるものと思われる。 

となれば、これまで膨大な固定資産の蓄積を行ってきた56珠江デルタ製造

セクターにおける設備更新・再投資需要の拡大に加え、「双転移」や南沙・横

琴を始めとした新都市建設をも背景に、公的部門におけるゴミ・水処理設備

等の都市インフラ投資加速も期待されよう。当然、日系を含めた外資系企業

がこれらの需要をどこまで捕捉出来るかは現時点で未知数ではあるものの、

生産・販売を含めた今後の中国事業のあり方を考えるうえで、斯かる珠江デ

ルタ地域の動向は念頭に置く価値があると思われる。 

                                                        
53 広東統計年鑑によれば、2009 年時点で 9 都市の常住人口合計は 4,289 万人である。因みに中国統計年鑑によ

ると、上海市の総人口は 1,921 万人、広東省の総人口は 9,638 万人とされている。 
54 正式には「实施《珠江三角洲地区改革发展规划纲要（2008-2020 年）》实现“四年大发展”工作方案」である。 
55 「綱要」第 8 章で「資源節約・環境友好型社会を率先して建設する」とされ、汚水処理率やゴミ無害化率、エネル

ギー原単位などで目標値が設定されている。 
56 広東省企業（規模以上＝主事業売上高 500 万元以上）の固定資産は、取得原価ベースで山東省、江蘇省に次

いで全国 3 位、シェア 9.4%となる 2.6 兆元に上る。 

「綱要」の消化に

より大規模消費

市場が創出 

企業・政府部門

の投資拡大も期
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IV.2 製造拠点としての側面 

既に日系を含めた数多くの外資企業が珠江デルタ地域での生産活動を行

っているものと思われるが、本節では「綱要」やこれまで触れた中国各地域の

動向を踏まえ、今後の生産体制への影響が大きいと思われる諸要因につい

て整理したい。最初に人件費について、次に産業集積の方向性について、最

後にターゲットと想定される市場について述べる。 

最初に労働コストについてであるが、珠江デルタ地域におけるこれまでの

人件費上昇傾向については第 2 章で述べた通りである。ここで先ず広東省の

賃金水準を市別にブレイクダウンしてみると、珠江デルタ地域中核 9 都市を含

め、複数の都市で全国平均を下回っている（【図表 24】）。このことから今後、

広州・深圳・東莞といった高コスト地域からの労働集約型産業の退出と周縁部

への移転が順調に行われれば、中心部における労働需給の緩和とともに、地

域内格差が平準化に向かう可能性はあろう。 
他方、中国国内での比較をしてみると、最低賃金については他省の引き上げ

もあるが全国平均57比+20%程度で高止まりしている（【図表 25】）。実際の賃

金水準についても、対全国平均比では 1990 年代前半に国内最高水準に達

して以来逓減傾向にあるとは言え、2010 年時点では平均比+12%の水準に留

まっている状況にある。これまで当地に対する労働力供給源であった近隣・内

陸諸省でも発展計画が推進されていくことに鑑みれば、追加的な労働力供給

は限界的なものに留まることが予想される58うえ、「和諧」政策の継続に伴う所

得増加政策を考えても、将来的にも絶対的な賃金水準の上昇は継続すると

想定せざるを得まい。従って、労働コストの観点から見た輸出市場での広東

省の競争力低下が今後とも継続する懸念は拭えない。また上述の通り地域全

体に対する労働供給が減じるとすれば、全国平均対比での比較劣位解消も

容易でないと思われ、低付加価値工程では立地を正当化し難いものと思われ

る。 

                                                        
57 簡便化のため、最低賃金・実賃金ともに労働人口を考慮に入れず 31 省・市・自治区の単純平均として試算。 
58 大泉[2010]は内陸部での少子化・人口減少が広東省の労働力不足を招来したと指摘している。 

都市 賃金 都市 賃金

広州 50,822 清遠 31,682

深圳 46,715 雲浮 30,486

東莞 42,591 汕尾市 30,387

(広東省) 36,355 江門 28,704

中山 36,159 潮州 28,342

梅州 35,599 肇慶 27,824

茂名 35,149 恵州 26,811

韶関 33,738 河源 26,358

湛江 33,719 掲陽 25,632

(全国) 32,244 汕頭 25,490

珠海 31,761 陽江 22,527

【図表 24】広東省都市別平均賃金(2009 年、RMB/年) 

(出所) 広東統計年鑑よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成

(注) 珠江デルタ 9 都市は薄青で強調表示している 

【図表 25】広東省の賃金水準(全国平均=1) 

(出所) CEIC よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 
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次いで産業の観点であるが、足許の珠江デルタ地域の産業集積は以下 6
種が主だったものと考えられる59：珠江デルタ東岸では 1)深圳を中心とした複

写機製造、2)東莞・深圳・恵州にまたがるIT関連機器、3)深圳・東莞の光学・

精密機器、4)東莞の靴・履物・家具などがあり、西岸では 5)中山・江門の家電

産業、そして 6)広州の自動車、である。 

一方「綱要」では、産業振興の方向性として先進製造業・ハイテク産業の強

化に注力するとしたうえで、自動車、舶用機器・造船、鉄鋼、石油精製・石化、

航空機、新エネルギー自動車、医薬、電子情報、バイオ、新材料など多数の

具体的な名称に言及し、目標値を掲げている60。これらは中国全体の注力産

業61とも重なるため、当地のみの特色とは成り得ないが、既往の産業集積を活

かせる業種については一定の立地優位性が見込まれよう。逆に家電、繊維、

製紙、建材などの既存産業については、高付加価値化と参入規制・撤退促進

を併用して競争力強化を図る方向が示されている。因みに、「綱要」は今後の

珠江デルタ地域 9 都市が各々発展させるべき注力産業として【図表 26】の通り

指定しており、既存の産業集積や地勢をもとに、地域の一体的発展に向けて

誘致競争が起こらない様配慮しているものと思われる。 

                                                        
59 丸屋[2006]。 
60 例えば、自動車では年間生産高 1,000 億元を超える企業を 2~3 社設立すること、石油精製・石化では 1,000 万ト

ンの精製能力と 100 万トンのエチレン生産能力を確保すること、などが挙げられており、また 2020 年の工業付加価

値シェアで先進的制造業を 50％、ハイテク製造業を 30%まで引き上げる、とされている。 
61 2011-2015 年を計画期間とする 12 次 5 カ年計画では、七大新興産業として省エネ・環境保護産業、新世代情報

テクノロジー産業、バイオ産業、ハイエンド設備製造業、新エネルギー産業、新素材産業、新エネルギー自動車産

業を挙げている。 

【図表 26】「綱要」から見る珠江デルタ地域内諸都市の役割分担 

(出所)「綱要」よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成

カテゴリ 都市 位置付け・施策

地域の輻射・牽引役を担う

省都としての優位性を発揮し、珠江デルタ地域1時間都市圏の核心に

地域の文化・教育の中心としての地位を強化

深圳 研究開発、高付加価値サービス機能の強化

ハイエンド電子情報製品や金融、展示会などの近代サービス業整備

深圳 通信設備、バイオエンジニアリング、新材料、新エネルギー自動車

東莞 加工製造業の高付加価値化、松山湖科学技術産業園の建設

恵州 港湾隣接の基礎産業（石化など）

先進製造業の発展

珠海 海洋エンジニアリング装置、航空産業、ビジネスリゾート

仏山 機械設備、新型フラットディスプレイ産業、金融サービス

中山 臨港設備、ファインケミカル、ヘルスケア産業
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最後にターゲット市場についてであるが、珠江デルタ地域を中心とした地

場需要規模は既述の通り急速な拡大が予想され、地場での内販を視野に入

れた生産立地としては大いに期待できるものと思われる。では、国内他地域

や海外への展開を考えた場合はどうであろうか。 

北は四川省までを覆う 9 省＋2 特別行政区で構成される汎珠江デルタ地域

について、「綱要」は交通網の整備や行政障壁などの解消を謳い、統一的な

市場構築を視野に入れていると考えられる。但し、9 省のうち四川省は成都市

を擁する西部の中核として独自の地域発展計画下 62にあり、また四川省・湖

南省は長江流域にあって上海経済圏の影響の方が大きいとも考えられる63。 

う。 

                                                       

この様に見ていくと、拡大経済圏としてどこまで北方を視野に入れられるかは

議論の分かれるところであり、四川・湖南両省を除く汎珠江デルタ地域の経済

規模 64を考えれば、内陸や周辺地域への浸透を主眼とした珠江デルタ地域

への立地には若干の疑問符がつく可能性がある。内陸各地でも既に活発な

インフラ投資が行われていること、また両江新区など強力な外資優遇策を具

備した開発区が現れつつあることから、物流や人件費を含めたコスト面から考

えると内陸への立地が比較優位となるケースも充分に考えられよ

一方海外で言えば、「綱要」はASEAN諸国との連携を明確に掲げている。珠

江デルタ地域とASEANでは、広西チワン族自治区の省都である南寧市で毎

年中国・ASEAN博覧会が開催されるなど親密な関係にあり、「綱要」ではその

更なる強化が盛り込まれた形となっている。地理的な近接に加え、2010 年の

中国・ASEAN間のFTA発効、また従前より広西チワン族自治区や雲南省から

東南アジアへの交通インフラ整備が進展するなど、今後ともより緊密な経済連

携が期待される状況にある。市場としてのASEANを珠江デルタ地域から狙っ

ていくことに加え、例えば珠江デルタ地域で比較的高付加価値な中間財を、

労働集約的な組立工程をASEAN域内で、という国際分業も想定されよう。 
以上を踏まえると、広東省・福建省を中心とした華南地区、及びASEAN諸国

を中心とした東南アジア諸国をターゲット市場と想定すれば、珠江デルタ地域

の製造拠点は相応の立地メリットを享受出来る可能性があると考えられる。 

IV.3 香港との連携可能性 

最後に香港企業との連携可能性について触れておきたい。珠江デルタ地

域で香港からのノウハウ・投資導入が推進されるなか、日系企業としてどの様

なビジネスチャンスが想定されるであろうか。 

WTO加盟後の対外開放を経て、CEPAの実質的な優遇領域は然程広くな

いことは第 3 章にて指摘した通りであるが、なかには医療や観光業などわが国

 
62 「重慶・成都の都市と農村の一体的発展に向けた総合改革試験区」として 2007 年に総合試験区に指定された。 
63 例えば栗林[1993]では、四川省・湖南省を「長江流域」として分析を行っている。 
64 汎珠江デルタ地区 9 省の中国全体に対する GDP シェアは、広東省の 11%を筆頭として四川省、湖南省が共に

4%で後を追い、9 省合計で 29%に達する。即ち四川・湖南両省を除くとシェアは 21%まで低下し、広東省が半分を

占めるに至るなど、若干広域経済圏としての魅力に欠ける部分があろう。 

国内カバーエリ

アは 7+2 が妥当

か 。 海 外 は

ASEAN と の 連

携に商機 

業種によっては

CEPA 「 先 行 先

試」に乗った早

期展開も 
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が注力領域として掲げる65領域とも重複が見られる。特に医療など一部業種

では特に広東省向けの投資要件を緩和するパイロット措置が取られるなど、

珠江デルタ地域におけるCEPAの参入障壁突破力は高い。パイロット措置、即

ち「先行先試」の含意は、実験が成功すればそれが中国全土へと拡大してい

くということに他ならず、将来的な中国全土への浸透を視野に早期の進出を

図ることには一定の意義が見出せると思われる。こうした領域では、香港現法

の活用や香港企業として認定される地場企業との連携を積極的に活用するこ

とも考えられよう。また、CEPAの先行地域に指定されている南沙では、こうした

香港との連携プロジェクトの立地や、パイロット地域としての優先的な参入障

壁低減が行われる可能性もある。こうした規制緩和による事業機会をいち早く

捕捉し、中国事業の拡大につなげることが期待される。 

他方、CEPAを活用した香港企業の本土進出は多く、2004 年初の発効以降

2010 年 5 月までに香港サービス事業者としてCEPA対象の認定を受けた香港

企業は 1,387 社にのぼる66。これ以外にも、規制対象外となっている領域では

相当数の企業が中国本土進出を遂げていると考えられ、特に珠江デルタ地

域における香港企業のプレゼンスは極めて高い（【図表 27】）67。このことは、

外資系企業としての香港企業が本土で比較的長い実績を保持していることを

示唆するが、他方で香港の商習慣や法制度は先進国のものと近いことから考

えると、中国本土での営業知見を有しつつ、且つ先進国的なビジネスマナー

を解するという意味において、対中進出への壁となる各種の実務的障壁を緩

和する良き連携相手の役割を果たせる可能性があろう。珠江デルタ地域市場

の更なる拡大が予想されるなか、当地に強力な地盤を有する香港企業との協

働も、本土事業強化に向けた選択肢の一つとして幅広い業種で検討に値す

ると思われる。 

特に珠江デルタ

地域に強い香港

企業との連携も

本土事業強化に

向けた選択肢 

【図表 27】対内直接投資シェア(2009 年) 

《中国全体》 《広東省》 

他アジア 
10% 

他 
10% 

南米 
19% 

香港 
61% 

他 
16% 

南米 
16% 

他アジア 
16% 

香港 
51% 

(出所)広東統計年鑑、中国統計年鑑よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 
(注)南米シェアは英領バージン諸島、ケイマン等租税回避地経由の投資が含まれることによる 
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65 わが国の「新成長戦略」(2010 年 6 月閣議決定)は、医療やツーリズム、金融などを注力産業として掲げる。 
66 HKTDC[2011]。 
67 ここでは代理変数として広東省全体の数値を援用しているが、珠江デルタ地域 9 都市の対内直接投資額は広

東省の 89.6%(2009 年、広東統計年鑑)を占めており、全体感を見るうえでは差し支えないと考えられる。尚、香港か

らの対中直接投資には多国籍企業による香港経由本土投資も含まれることに留意。 

Mizuho Industry Focus 

 



  
 

地域発展計画から見る珠江デルタ地域の将来像 

Mizuho Industry Focus 

 
31

V． おわりに 

中国成長の起爆剤となった経済特区設置から 30 余年を経て、珠江デルタ

地域は「綱要」を軸とする新たな成長ステージに向けたとば口にある。低廉な

労働力による輸出代替で発展した華南地域は「世界の工場」としての中国の

縮図であり、そこでの産業高度化と消費拡大の成否は中国が「中所得国の

罠」から逃れられるかを占う試金石でもある。他方、その中核を成す南沙新区

構想は、一国二制度下の特別行政区・香港と経済特区の深圳を巻き込み、こ

れまで醸成されてきた珠江デルタ地域の役割分担を変える可能性を秘める壮

大な実験と言える。また「研究」で示された 2050 年に至る 40 年弱の計画期間

は、最終盤の 2047 年に一国二制度終焉の可能性を控え68、更にそこで描か

れる南沙の将来像は現在の香港と一致する。このことは、これらの計画が珠江

デルタ地域に留まらない、より大きな使命を背負っていることを予感させよう。

長期に渡る「綱要」や南沙新区計画の推進には今後、数多くの困難が立ち塞

がるものと思われるが、珠江デルタ地域が中国成長の牽引役として再び輝き

を取り戻すためにも、外力に惑わされない強固なリーダーシップのもと、着実

な施策実行が望まれる。 

他方、内需縮小を背景に海外展開を急務とするわが国産業にとり、近隣に

あって巨大な成長市場を抱える中国の攻略は、将来の成長戦略を描くうえで

避けて通れない課題である。本稿では珠江デルタ地域の地域発展計画を取

り上げ、市場として、また製造拠点としての当地の将来性について論じたが、

広大な中国を攻めるに単一地域の理解だけでは当然にして不十分であり、ま

た各産業固有の要因もあることから、戦略の策定に当たってはより広く、より深

い検討が欠かせない。とは言え、上述の通り珠江デルタ地域はある意味で中

国の縮図でもあり、また「改革・開放」以来同国経済成長の最先端を走ってき

た点で日系を含む外資企業にとって最も馴染み深い「中国」でもある。本稿が

当地の歴史認識や政策理解の深耕に向けた切っ掛けとなり、ひいては今後

の中国事業強化に向けた一助となれば幸いである。 

以 上 

                                                        
68 鄧小平は香港返還に先立ち、一国二制度の「五十年不変」と「港人治港」を言質として与えている。 

「綱要」も南沙も

壮大な実験。 

中国の将来を占

う重要な使命を

担う 
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